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ブルーカーボンの展開



排出正味ゼロを目指す

→再エネ等を活用し、

最大限排出を削減

→残余排出を打ち消す

→除去技術が必須

ブルーカーボンの展開



大気中CO2の除去技術（CDR）

ブルーカーボンの展開



桑江ほか（2019）を改変

３つの貯蔵場所における残存
海草：約20%
海藻：約10%

３つの貯蔵場所に炭素が長期貯留

ブルーカーボンの展開



地球温暖化対策計画の改定

ブルーカーボンの展開



◆ ポテンシャル：101万ト
ンCO2/年（2000年代）

◆ UNFCCC報告値：34-35
万トンCO2/年

◆ 海藻養殖含まず

海藻藻場が主要な吸収源

湿地・干潟

海藻藻場 海草藻場
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ブルーカーボンの展開

桑江ほか（2019）を改変



３つの貯蔵場所における残存率
海草：約20%
海藻：約10%

３つの貯蔵場所に炭素が長期貯留

残存率
最大化を
目指す

ブルーカーボンの展開

桑江ほか（2019）を改変



◆日本では，200 m以深への輸送量は藻体生産量
の23.2%（世界平均：15 ± 2%）

◆そのうち，100年以上留まる比率:

0 ％ （東シナ海）～25％（本州の北東海域）

（世界平均：6～11％）

→藻体生産量の>2%が100年以上貯留 

深海底への炭素貯留

ブルーカーボンの展開

（Filbee-Dexter et al., 2024）



天然藻場だけでなく海藻養殖場も吸収源

ブルーカーボンの展開

（Duarte et al., 2025）



ボランティアベースの自然再生活動は
持続可能ではない

活動主体に資金が環流する仕組みが必要

◆ 生息基盤整備は公共事業、海辺の環境活動（保全，移植，播種，清掃，

教育など）は，漁業者や市民団体などによって主に支えられている

◆ 活動の維持や拡大のうえでのボトルネックの1つは資金

◆ 2050年ネットゼロには，税金以外の新たな資金導入，企業や大規模団

体の参画が不可欠

ブルーカーボンの展開



これまでの認証実績

ＪブルークレジットⓇ





令和４年度
購入企業へ
の購入理由

調査

（複数回答, n = 69）

（Nishihara et al., 2025）

ＪブルークレジットⓇ



地域密着と大規模除去の両輪

ＪブルークレジットⓇ
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